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１ エリアごとに想定される施策の展開例 

区市町村における空家等対策計画の策定や施策の検討にあたり、参考となる

エリアごとの施策の展開例は、以下のようなものが想定される。

島しょ地域など 

ア 移住・定住促進に向けた空き家情報の積極的な提供

 空き家バンクにおいては、将来的に移住者がその地域の管理をしていくことを見据え

て、空き家周辺情報も含め情報発信

イ 地域の人材等を活用した空き家の適切な管理等の促進

 空き家の情報共有、所有者からの受託による点検や除草

などの管理

地域住民による維持管理 

足立区

荒川区

板橋区

江戸川区

大田区

葛飾区

北区

江東区

品川区

渋谷区

新宿区杉並区

墨田区

世田谷区

台東区

中央区

千代田区

豊島区

中野区

練馬区

文京区

港区

目黒区

昭島市

あきる野市

稲城市

青梅市

清瀬市

国立市

小金井市
国分寺市

小平市

狛江市

立川市

多摩市

調布市

西東京市

八王子市

羽村市
東久留米市

東村山市

東大和市

日野市
府中市

福生市

町田市

三鷹市

武蔵野市

武蔵村山市

奥多摩町

日の出町

檜原村

瑞穂町
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区部中心部など 

ア 積極的に空き家を市場に流通させる取組への支援 

 所有者が安心して売却・賃貸できるよう所有者に対する既存住宅取引に係る制度の情報

提供 

 

イ 高経年マンションに居住する高齢の区分所有者に向けた空き住戸の発生抑制対策 

 マンションの空き住戸を含めた実態調査などを行い、高齢の区分所有者を把握し、住ま

いの終活の普及によりマンション空き住戸の発生を抑制 

区部周辺部・区部近接多摩地域など 

ア 高齢者世帯の持ち家が多い地域において、重点的な普及啓

発を実施 

 相続対策をテーマにしたセミナーの実施など、持ち家に住

む高齢者及び相続世代に対する効果的な普及啓発 

 

イ 駅周辺等の利便性の高い地域において、都市計画や建築行

政とも連携し、空き家の多様な用途での活用を促進 

 駅周辺等の生活の中心地やその徒歩圏で利便性の高い地域

では、空き家を活用し、生活利便性と地域のコミュニティ

を支える生活に密着した用途を誘導 

 

 その際、利便性の高い場所にありながら、低層住居専用地域が広範に指定されている地

域などでは、立地適正化計画をはじめとする誘導策と都市計画法に基づく土地利用規制

や開発許可を一体的に運用し、都市づくりを進めていくことで、多様な世代やライフス

タイルに対応した誰もが活動しやすく快適に暮らせる住宅市街地を形成 

 

 木造住宅密集地域等では、空き家の除却促進による跡地の

防災空地や緑化スペースとしての活用、無接道敷地での隣

地への買い取りあっせんによる 2 戸 1 化などにより、空き

家の解消と併せて、安全な住宅市街地を形成 

高齢者への空き家セミナー 

カフェ・ワーキングスペース 

区部から離れた多摩地域など 

ア 大規模な戸建住宅団地等において空き家の地域活性化施

設への活用を促進 

 大規模な戸建住宅団地等の生活の中心地やその徒歩圏で利

便性の高い地域では、空き家を活用し、生活利便性と地域

のコミュニティを支える生活に密着した用途を誘導 

 

イ 駅等から離れた地域における空き家の除却や、跡地を活用

したみどりの創出を促進 

 駅から離れた地域等、空き家の利活用が見込めない地域で

は、空き家の除却や跡地の緑化等によりみどり豊かな環境

を保全・形成 

 

ウ 移住・定住促進に向けた空き家情報の提供などの取組を支援 

 多様なライフスタイルに対応した住宅、移住・定住希望者への住宅、子育て世帯向け住宅

等としての空き家の活用を促進 

跡地を活用した地域の広場 

地域コミュニティの場 

隣地の買い取りによる２戸 1 化 
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２ 施策の推進体制 
 

（１）東京都空き家対策連絡協議会による情報共有・技術的支援 

 都内全区市町村が参加する「東京都空き家対策連絡協議会」を定期的に

開催し、他の自治体の取組の情報提供・共有や専門知識の習得を図ると

ともに、課題解決に向けた共同検討の場を設置・運営している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）空き家の有効活用、適正管理等の推進に向けた専門家団体等との協定 

 空き家の有効活用、適正管理、空き家の発生の未然防止等を推進するた

め、現在、不動産・建築・法律等の専門家団体（12 団体）及び金融機

関（２機関）と協力・連携に関する協定を締結しており、各団体等が都

内の空き家所有者等に向けた相談窓口を設置・運営している。 
 

東京都空き家対策連絡協議会 

（座長 部長級） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区市町村 

（空き家対策関連部署） 

 

東京都 

（空き家対策関連部署） 

 

連携 

専門家 

 

 

 

連携 

国 

 

 

 

ワーキンググループの開催 

「実態調査・計画作成」、「利活用」、「適正管理」、「発生抑制」

などのテーマに分かれて課題の検討や最新の情報を共有 

 

要望 
働きかけ 

図表 30 東京都空き家対策連絡協議会の会議体 

専門的見地

からの技術

的助言等 

空き家対策

に関する制

度構築・説

明等 


